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障害者自立支援法をめぐる議論と
経済政策との関連性についての考察
松山東雲女子大学　高　阪　悌　雄
Ⅰ　はじめに
　障害者自立支援法の是非めぐって現在様々な議
論が行われている。それらの議論を整理していく
と、評価する意見として、障害者の権利性を高め
ている、障害種別サービスを撤廃した、また障害
者の就労を促進しているといったものがある。一
方で、評価しない意見として、受益者負担で可処
分所得が減り生活が破壊された、事業所への報酬
が減って経営が苦境に立たされている、障害認定
があいまいであるといったものがある。
　これらの評価を概観しただけでも、あまりにも
様々な意見が交錯し、議論の軸はどこにあるのか
という印象を持たざる得ない。制度設計について
の本来の議論とは、より本質的なところに立ち
戻って、行われるべきものなのだが、昨今の障害
者自立支援法をめぐる議論からは本質が見えづら
い印象がある。では、障害者自立支援法の議論で
求められている本質的なものとは、どのようなも
のであろうか。
　筆者は、障害者政策は、その時代の経済政策が
色濃く反映していると考えている。そして、この
経済政策を軸に議論していくことによって、障害
者自立支援法についての正しい評価ができると考
えている。障害者自立支援法と経済政策の関連性
について本稿では考察していきたい。
Ⅱ　障害者自立支援法についての議論
　障害者自立支援法により、障害者福祉の領域に、
契約や、受益者負担の原則が導入されるといった
大きな政策の転換は、国際的な社会政策の動向と
切り離すことができないといえよう。例えば、
OECDは、能動的な社会政策、つまり所得再分配中
心の補償的アプローチから労働市場参加促進アプ
ローチへ移行推進している（江本2007：159-179）。
この流れは、所得再分配政策を中心とした所得保
障の流れから労働参加型の自立支援による政策へ
の転換を意味するものといえる。
　このOECDの政策転換の背景には、世界的な新
古典派経済学の台頭が大きな影響を及ぼしており、
新古典派の台頭とともに自己責任や選択、競争と
いったコンセプトを軸とした政策をアメリカ、イ
ギリス、日本では続々と導入するようになった。
　このような流れの中で、2006年4月より施行され
た障害者自立支援法による受益者負担の導入は、障
害年金等で細々と生活する障害者にとって、その生
活に大きな影響を及ぼすものとなった。
　ある知的に障害を持つ女性は、障害者自立支援
法が施行されて以降、知的障害者の授産施設に通
うのをやめた。月13,000円程度の工賃に対し、施設
利用料の1割負担と食費で約12,000円を払わなくて
はならなくなったためだ。差し引き1,000円の収入
は、バス賃 9,000円を引くと 1,000円の赤字になっ
てしまう。この女性は、障害年金も生活費に消えて
しまい、従来は、映画など街に出掛けることもあっ
たが、今は家でテレビや本を見て過ごすことが多
くなったという（沖縄タイムス：2006）。
　このような個別の事例から鑑みても、今後、障害
者を社会参加やサービス需要につなげていく上で
大切なことは、現行の受益者負担の見直しなので
はないかとも思われる。そうであるならば、受益者
負担の原則を採用している障害者自立支援法を廃
止し、所得再分配政策に基づく従来の措置制度の
システムに変えていく選択肢をとるべきであろう。
　しかし、一方で、障害者自立支援法については、
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従来から縦割りとなっていた障害種別ごとのサー
ビス規制を撤廃したという評価すべき点もある。
この規制が撤廃されることにより、障害者の選択
肢の幅が広がり、契約のシステムと併せて、障害
の枠にとらわれない自由な選択が可能となり、障
害者の権利性が高まったともいえるのだ。
　このように、障害者自立支援法の是非をめぐる
議論は、様々な意見が交錯し、障害者自立支援法
自体の正否さえ判断できない印象を持ってしまう。
Ⅲ　自由と介入についての歴史的変遷
　障害者自立支援法の受益者負担と応能負担は、
そもそもどのような機能を持っているのだろうか。
受益者負担では、原則 1 割の負担を求められ、利
用者とサービス提供者は契約により結ばれ、利用
者の選択の自由度も高まる。一方で応能負担は、
所得に応じた負担が求められ、サービス提供機関
を行政機関が決定するなど、公的介入の度合いも
大きかった（高阪 2008a：74）。
　障害福祉の領域でのこれらの議論は、もとを辿
れば、公的な介入の領域を狭め、自由や自己責任
の領域を広げるのか、反対に公的な介入の領域を
広げ、経済的平等を実現するのかといった問題に
も関連づけて考える事ができよう。
　そして、筆者は障害者自立支援法の問題につい
て本質的な議論をするために、着目しなければい
けないと考えるのは、このような自由と介入につ
いての経済政策の時代的変遷及びそこで行われて
きた議論であると考えている。
　自由と介入についての議論は、遡れば、Adam
Smith の活躍した 18 世紀のイギリスにその源流を
求めることができよう。
　Smith は、著書『国富論』の中で、「国はできる
だけ人々の経済活動に介入せず、それを見守り、
人々の経済活動ではまかなえない司法と軍備、一
部の事業などに政府の活動を限定せよ」と述べた
（Adam Smith=2007）。
　このような古典派といわれる Smith の経済自由
主義に反対し、19世紀後半になり、ビスマルクが
統一したドイツ帝国においては、「歴史学派」と呼
ばれる経済学者たちが社会政策学会を結成し、国
家主導の社会福祉政策を推進しようとした。
　ドイツに遅れて、イギリスではThomas Hill Green
が登場し、イギリスの福祉国家思想の第一歩が踏
み出された。Green は、Smith以来の自由主義に基
づく私有財産の無制限な自由を規制し、「貧困にあ
えぐ労働者の生活改善＝自己実現の条件の改善」
のために何かを割り当てる権利を国家に付与すべ
きことを提唱した（山脇 2005：17-8）。
　Green没後の19世紀末に結成された労働党が、国
家による労働者のための社会福祉を本格的に打ち
出すようになる。イギリス労働党の思想的基盤と
なったのはフェビアン社会主義でその実質的な生
みの親は、Webb 夫妻であった(山脇 2005：18-9)。
　フェビアン社会主義の福祉思想のポイントは、
「国家（政府）主導の社会政策」という点にあった。
そうした福祉思想は、社会主義のイデオロギーを
超えて、次第にイギリスの国是となっていく（山
脇 2005：19-20）。その契機となったのが、Webb夫
妻から大きな影響を受けた William Beveridge が
1942年に出した有名な報告、Beveridge報告であっ
た。このBeveridge報告は、「窮乏、疾病、無知、ホー
ムレス、失業などの除去」を目標として掲げ、そ
の実現のために、低所得層に限らず全国民が保険
に加入する国民皆保険制度を提案するという画期
的なものであった。これを受けて、1944年イギリ
ス政府は『雇用政策白書』を出し、戦後に種々の
福祉関連法を導入実施して、「ゆりかごから墓場ま
で」のキャッチフレーズで知られるような福祉国
家の道を歩むことになった。
　1980年代にはいると、福祉国家は、そのシステ
ムを維持するための財政赤字、行政機構の肥大化
や官僚化などから、大きな揺らぎを見せる。1979
年に誕生したイギリスのサッチャー政権は、福祉
予算を大幅に削減し、大企業には減税措置を採っ
た。サッチャー政権は、福祉国家を維持するため
の過重な国家負担と、人々の福祉への依存が経済
停滞の原因であると考えていた。また1980年に誕
生したアメリカのレーガン政権も、サッチャー政
権と歩調を合わせるかのように、福祉抑制政策を
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とった。これらの反福祉国家政策の思想的基盤は
「新古典派」と呼ばれている（山脇2005：25-6）。新
古典派の代表的論者が Friedrich Hayek と Milton
Friedman である。Friedman は、より積極的に福祉
国家批判を展開し、「政府による介入の拡大は、わ
れわれの人間としての自由を、いまや大幅に制限
するようになった」と述べている（金子2005：181）。
　日本でも、2001年に誕生した小泉政権のもとで
新古典派政策が取り入れられ、「小さな政府」と
いったスローガンのもと、郵政や道路公団の民営
化などが進められた。公的支援の役割が見直され
る中で、社会福祉の領域においても、社会福祉基
礎構造改革による選択や契約といったスローガン
のもと、戦後の福祉六法体制が根本から作り変え
られ、措置から契約、応能負担から受益者負担、税
方式から保険方式といった仕組みに変化していっ
た。つまり、社会福祉の領域でも新古典派に基づ
く政策が導入され、公的な介入が縮小し、個人の
自由および責任の領域が広がったと捉えることが
できよう（高阪 2008a：76）。そして、個人の自由
に委ねる政策へと流れが変わるなかで、新たな障
害者福祉の制度設計が行われ、障害者自立支援法
では、自由の視点から、障害種別のサービスの縦
割りが撤廃された。しかし同時に自由と責任の名
の下に受益者負担という制度も作られたのである。
Ⅳ　新古典派政策の下での障害者への所得保障
　障害者自立支援法による受益者負担の原則によ
り、障害者はわずかな障害年金からも負担を強い
られるようになった。障害者の可処分所得が減少
しているのは、紛れもない事実であり、このよう
な事実に関して、政府はどのような対策を講じて
いるのだろうか。
　小泉政権誕生以降台頭してきた新古典派経済思
想は、人的資本の育成を重視する。例えば、アメ
リカの新古典派経済学者であるG.Beckerは、人的
資本育成について、次のように述べている。
　「経済成長は教育され訓練された労働力を必要と
する。それは、コンピュータやその他のエレクト
ロニクス商品、大部分の工業製品やサービス製品
を生産するには、知識を備えた労働者が不可欠で
あるからだ。こうした人的資本への投資リターン
あるいは投資量が増加するとき、経済の成長速度
は高まることになる」（G.Becker ＝ 1998：74）
　現在の日本の障害者福祉は、このような新古典
派の考え方に色濃く影響を受けていることが読み
取れる。日本では、成長力底上げ戦略のもとで、成
長を下支えする基盤（人材能力，就労機会，中小
企業等）の向上を図り，働く人全体の所得や生活
水準の引き上げをはかっている。
　この中で、「工賃倍増5か年計画」による障害者
の福祉的就労の工賃水準を 5 年で倍増する計画も
掲げられている。つまり、政府は，障害者自立支
援法の受益者負担導入に伴う可処分所得の減少に
ついて，障害者の労働所得を引き上げることで対
処しようとしているのだ。これは，障害者自立支
援法の「就労移行支援事業」「就労継続支援事業」
による一般雇用への移行の促進への取り組みから
も読み取ることができる（高阪 2008b：132）。
　たとえば、授産施設の中には，入所当初から就職
を目指し，ゴール設定＝利用期限を取り決めなが
ら支援を行っているところもある（天野 2006：12-
14）。 他にも，福祉施設の利用者に一般雇用を経験
させる「職場体験実習」を実施し，実習に協力した
施設には奨励金を交付するといった仕組みを設け
ている自治体もある（中島 2006：150-151）
　このような取り組みは、政府の人的資本育成プ
ログラムの中に障害者福祉領域も組み込まれてい
ると考えるのが妥当であろう。つまり、障害者へ
の就労訓練を行い、付加価値を高め、自立を促し
ていくことに、従来の所得保障政策に変わる新た
な新古典派理論に基づく人的資本育成という政策
の方向性を捉えることができるのだ。
Ⅴ　おわりに
　現在の福祉政策は、明らかに新古典派経済政策
に基づき制度が設計されている。障害者自立支援
法については、様々な意見が交錯しているが、議
論を効果的に進めていくためには、新古典派や福
祉国家思想のメリット、デメリットまで辿って議
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論をしなければならないと筆者は考える。もし、
障害者自立支援法に反対し、従来の措置制度に戻
していくという考え方を支持するなら、福祉国家
が破綻した原因にまで遡って、それを克服してい
く筋道について考察していく必要があるだろう。
　新古典派の経済政策が綻びを見せ始めている現
在、この思想に基づいて制度設計された障害者自
立支援法も様々な問題点を抱え始めている。新た
なモデルが必要とされる今、我々は常に時代の状
況を見据え、その時代の経済政策という本質的な
ところから、議論を展開していかなければならな
い。
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